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1 .はじめに
志津田一彦
1992年7月11日，マレーシア北部イポー市郊外にある三菱化成系の合弁会社
「エーシアン・レアアース」（ARE）社工場近くの住民が，同工場から出された
放射性物質の影響で健康被害を受けたとして，操業停止や損害賠償などを求め
ていた裁判の判決が，岡市の高等裁判所で言い渡された。ぺー・スイチン（白
瑞真）裁判官は，同工場の操業停止と放射性廃棄物の撤去などを命じたが，損
害賠償請求は，個別の被害実態が立証きれていない，として退けた。海外進出
した日系企業が環境汚染を理由に訴えられた異例の裁判で，アジア各国への「公
害輸出」として日系企業が批判される象徴でもあった。訴えられた「ARE」社
は，三菱化成が間接分を含めて35%出資して79年に設立された鉱石精製会社。
同社はハイテク産業に使われる希土類（レアアース）をスズ鉱床に含まれる鉱
物モナザイトなどから精製，抽出している？）
ところが周年8月5日，三菱化成系のエイシアン・レア・アース（ARE）杜
が申し立てていた操業停止命令の執行中止をめぐる審問が，マレーシア最高裁
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判所で行われ，モハメド・ユソフ・モハメド裁判所は，イポー高裁の命じた操
業停止が原告住民の生活権の侵害を救済する手段として適切かどうかは疑問な
どとして，上告審判決が出るまで操業停止命令の執行を差し止める判決を下し
fこ？）
同様の問題は，今後世界各地で問題となりうる可能性がある。ジョイント・
ベンチャーをとりまく法環境を概観しながら，アメリカ法におけるジョイント
・ベンチャーと第三者との関係に焦点を絞り，アメリカ法の状況を紹介しなが
ら今後の展望を行おうと思う。
2.ジョイント・ベンチャーをとりまく法環境
多国籍企業とは，一般に，ある国に所属する会社が，いくつかの外国に子会
社や関係会社を所有して，それを通じて，国際的な規模で事業活動を行う場合
に，その総体としての企業体もしくは企業集団をいう？
多国籍企業が世界経済でどんな重要性を占めているかは， 1986年に 2万社の
企業が行った 7,000億ドルの直接対外投資のほぼ半額がわずか50社程度からの
投資で占められていたこと， 1980年代に多国籍企業に所属する外資系企業の売
上高が総売上高の40パーセント以上（1970年代初期には30ノマ一セント）に達し，
世界貿易の約3分の lが同一企業内での貿易だったことでも明らかである？）
そこで経済社会理事会は， 1974年多国籍企業委員会を設置し，多国籍企業に
関するすべての問題についての事務局での活動の中心として「国連多国籍企業
センター」を設立した。このセンターは48人で構成される多国籍企業委員会の
事務局を兼ねており， 1983年以降，多国籍企業の行動綱領を作成する同委員会
特別会議の運営に当たっている。また会計報告の国際基準に関する政府間専門
家作業グループにも支援活動を行っている？）
多国籍企業は，価格移転操作（transferpricing）や租税回避地（taxhaven) 
などの利用によって，本来支払うべき租税を免れ，莫大な利潤をあげるような
弊害がある反面，多国籍企業による発展途上国向けの投資が，途上国の投資を
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促し，生活水準を高め，現地国の開発に貢献している事実も無視できない。
ちなみに， 1974年「新しい国際経済秩序樹立に関する宣言」， 1976年「国際投
資及び多国籍企業に関する宣言」とその附属書「多国籍企業の行動指針J(OECD 
ガイドライン）が出きれば）
きて，多国籍企業の海外進出の方式には，①駐在員事務所または連絡事務所
の設置，②支店の設置，③子会社の設置があり，③には，完全子会社の場合と，
共同子会社（＝合併会社）の場合がある。多国籍企業の進出は，子会社方式を
とるのが一般的であるが，近時現地図の規制が強化され，完全子会社方式によ
る海外進出には，次第に歯止めがかけられている？
米国においては，米国の商業に対する管轄権上の効果の要件を満足きせてい
るものとすれば，ジョイント・ベンチャーは，シャーマン法第 1条および第2
条，クレイトン法第7条，そして連邦取引委員会（FTC）法第5条に基づき訴
追される可能性がある。米国司法省によると，海外のジョイント・ベンチャー
に対する反トラスト執行の目的には，（1）「われわれの資源のもっとも効率的な
配分」を保証し，消費者厚生を極大化すること，（2）反競争的行動から，米国の
消費者を保護することで、ある？）
ジョイント・ベンチャーをとりまく法環境は，複雑で、あるが，ここでは，原
点にかえり，ジョイント・ベンチャーと第三者の法律関係について，米国に焦
点、を絞って概観することにしたい？）
3 .アメリカにおける第三者との関係
48 A C. J. S. §§62 et seq.は次のように述べる。
「諸第三者に関する諸権利と諸責任
1) 一般的諸考慮、
『1つの一般的ルールとして，諸パートナーシップに適用きれる法は， 1ジョ
イント・ベンチャーの諸メンバーと諸第三者聞の関係に関して適用になる自
1つの一般的ルールとして，諸パートナーシップに適用になる法が1ジョイ
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ント・ベンチャーの諸メンバーと諸第三者の間で生起する諸問題に適用になる
と，いわれてきた~I) このルールに従って，適用される法は，当該合弁企業（the
joint enterprise）の範囲内の諸事項に関し，本人（principal)と代理人（agent)
の法であげ）そしてこの点に関して当該企業の範囲内における 1ジョイント・
ベンチャラーの該行為は，自らの仲間達（諸提携者・社団構成員） (his associ -
ates）と結合する ~3）また，ある第三者に対する 1 ジョイント・ベンチャラーの
ある黙示の債務は，そのような第三者に対して 1コベンチャラー（coventurer) 
への 1つの集合的かつ黙示の債務を創設する？しかしながら，いくつかの裁判
管轄権において， 1つの特別の合意の欠紋の場合に， 1ジョイント・ベンチャ
ラーは，他のジョイント・ベンチャラー達と結合する権利を有しない？）そして
1ジョイント・ベンチャラーは，そのジョイント・ベンチャーが形成された該
目的に関する諸事項においてのみ，それらの他人のために行為するであろう？
そのようなメンバーと 1契約に入るべくその申込者（theofferor）側の意図
でもって 1ジョイント・ベンチャーの 1人の特定されたメンバーになされる 1
つの申込は，個々的には，そのジョイント・ベンチャーの別のメンバーとの 1
つの契約のための 1つの充分な基礎で、はない！刀 1ジョイント・ベンチャーのそ
れらの諸メンバーは，そのベンチャーの侵害に関し，実定法に違反する諸第三
者の当該諸行為を承認することはできない~8）そして詐欺は，もしあるとしても
(if at al)そのジョイント・ベンチャーの該メンバー達の全員一致の投票によ
ってのみ承認されるで、あろう？
ベンチャーの従業員。 1ジョイント・ベンチャーの1従業員は，そのベンチ
ャーの全メンバー達の 1従業員である？）
非当事者達の諸権利と諸責任。 1ジョイント・ベンチャー・アグリーメント
にとり， 1当事者ではない 1個人は，その結果として，何の諸権利も引き出せ
ないし，何の諸責任も負わないであろう？）
2）諸第三者に対する諸責任
『他人の該諸行為のための1ジョイント・ベンチャーの 1メンバーのその責任
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は，彼らの間のその自発的な関係の上に成り立っている。』
1ジョイント・ベンチャーないし企業の 1メンバーは，他人の当該諸行為の
ために一般的に責任がある？）そのような責任は，全く契約上の（excontractu) 
当該諸当事者間で発生したその自発的関係の上に基礎づけられた 1つの代位責
任（使用者責任） (a vicarious one）である？そのような責任に関する該理論
は，その企業の諸メンバーの聞に，一種の準パートナーシップ（guasipartner-
ship）にまでなるところの，仲間の諸メンバーの諸行為のために代理的に全ての
諸メンバーが責任があるべきという，そのような 1つの利益共同体（acommu-
nity of interest）や支配の相互性（mutualityof control)が存在するという
ことで、ある？）このようにして，迅速にかつそのジョイント・ベンチャーの最善
の利益において行動すべき 1ジョイント・ベンチャラーの失敗によって支えら
れたあらゆるロスは，すべての当該諸コベンチャラーによって負担されること
が要求きれている？）
そのような責任は，ノfー トナーシップ側や代理（agency）仰に適用可能なそ
れに類似の諸原則によって大きく支配されている。このょっにして， 1ジョイ
ント・ベンチャーの各メンバーは， 1パートナーのように，そのジョイント・
ベンチャー・アグリーメントの範囲内において，他のいかなるメンバーの諸行
為に対しても，諸第三者に対し責任がある？）
トラスト（信託）。 1トラストの形態において， lジョイント・ベンチャーを続
行すべき決定は，諸第三者に対する諸コベンチャラーの責任を変更しない？）
3) 一一契約
(a）概説
『一般的に， lジョイント・ベンチャーの諸メンノぐーは，当該ジョイント・ベ
ンチャー・アグリーメントに従って入らされてきた諸第三者との契約に基づい
て責任がある。』
1ジョイント・ベンチャーの当該諸メンバーは，一般にそのジョイント・ベ
ンチャーのために，そしてそのジョイント・ベンチャーの当該諸目的のために
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(on behalf, and for the purposes, of the joint venture），正当に入らされた諸
第三者との諸契約に基づいて側そしてそのような諸契約から発生する諸債務
(debts）に対して；31)責任がある。 1ジョイント・ベンチャラーとして有責な 1
個の人（aperson）としての側面において 1つの個人的な責任が存在すると考
えられてきた一方でゲ）契約に基づいた諸ジョイント・ベンチャラーのその責任
は共同（合同）で (joint）あり，個別（分割） (several)でもなければ連帯（共
同かつ個別） (joint and sevral)でもないという効果に関し，判例学説もまた
存在するのである？しかしながら，明示であれ，黙示であれ，自らと諸々の他
人間での諸ジョイント・ベンチャーの関係を創設する 1契約の欠如の場合にお
いて，一人の人（person）は責任がない似）；そして，第三者が支払を求めるべ
き人を特定する 1個の合意が存在するならば，思わず知らずの（undesigna ted) 
謡ジョイント・ベンチャラーに対して回復はなされないであろう？
実質的に， Iパートナーシップの諸メンバーに適用可能な本人と代理人に関
する同じ諸ルールが，当該合弁企業の範囲内において諸々の第三者との諸契約
に関して 1ジョイント・ベンチャーの諸メンバーに適用される？そして 1ジョ
イント・ベンチャーの諸メンバーは，彼（ 1メンバー）の仲間違によって彼に
与えられた権限に従って， 1メンバーによって入らされた 1契約に基づいて責
任がある？このようにして， 1ジョイント・ベンチャラーは，当該合弁企業を
推進し，あるいはその範囲内で， 1契約によって自らの仲間達を拘束させるべ
き権限（theanthority) －当該諸事情から口頭でもしくは黙示であるかもしれ
ない側ーを有している ~9) 1ジョイント・ベンチャラーがその契約に署名しなか
ったという事実は，そのベンチャーの彼の仲間のメンバーが彼を拘束するべき
権限（theauthority）を有していた場合には，そのような契約の下で彼を免責
させないであろう？）
誠実に，そして，彼の権限に関するいかなる制限についての認識なくして，
Iジョイント・ベンチャラーと取り引きする諸第三者に関し，それらの諸ジョ
イント・ベンチャラーが従事しているそのビジネスを続けるのに合理的に必要
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であるような諸契約によって，彼の仲間達を拘束させるべき権限が，そのよう
なコベンチャラーに与えられていたものと推定する？）と考えられ，あるいは認
められてきた。そして彼らは自分達自身の問で，自分達が有責ではないと明示
的に同意したかもしれないにもかかわらず，自分達はその契約にもとづいて有
責であると，考えられ，あるいは認められてきたのである？それにも拘らず，
もしそのようなコベンチャラーの権限が制限され，そして彼が取り引きしてい
るその当事者がその制限について知っているならば，その場合は，そのジョイ
ント・ベンチャーは彼の権限が与えられていない行為によって拘束されないの
で、ある？
1ジョイント・ベンチャラーは，自らの仲間達を自らが従事しているそのビ
ジネスの範囲外でなされる諸契約によって？あるいは，個人的な便益のために
なされる諸契約によって？あるいは自らの個人的な信用のみに基づいて？拘束
することはできない。 1ジョイント・ベンチャーの 1メンバーへの通知が，契
約上の 1第三者に対する責任に関し，その合弁企業に影響を与える諸事項に関
し，自らの仲間達への通知を構成するであろう！η
公開きれないメンバーの責任（L匂bilityof undisclosed member) 
1ジョイント・ベンチャーの 1メンバーではあるが，個人的に他のメンバー
と1契約に入る 1第三者によってその時にそうであると知られていない者は，
もし，そのような契約を作成する際にその契約をしているメンバーが自らの権
限を超え，そしてそれによって自らの仲間達を拘束する権限を持たなかったな
らば，そのような契約にもとづいて？あるいはその違反に対する損害のため
に？その契約がそのジョイント・ベンチャーのそのヒ、ジネスに関係するという
事実によって，そのような第三者に対し有責にはきれない。しかし， 1一般原
則として， lジョイント・ベンチャーの1メンバーは，そのベンチャーを続行
するのに合理的に必要で、あるような諸契約によって自らの開示きれない仲間達
を拘束することができるであろう？このように，すべてのジョイント・ベンチ
ャラーを有責と考えることから， 1第三者が彼（ 1ベンチャラー）について知
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らないということ（まで）は，単なる事実なので、ある ~I)
変更，終了，脱退 （Modification,termination, or withdrawal) 
個別的に（severally）あるいは共同で (jointly）で，そしてその合意に関し
他の諸当事者の同意なく，行動する， 1ジョイント・ベンチャー・アグリデメ
ントの当該諸当事者の何人かは，そのジョイント・ベンチャー・アグリーメン
トに従つてなされた 1契約の下で1第三者のそれらの既存の諸権利に影響を及
ぼすようにその合意を廃棄したり変更したりすることはできない？そして， 1 
ジョイント・ベンチャーの1メンバーは，その企業から脱退したり，あるいは
その企業を見捨てることによって，自らが1メンバーで、あった聞に引き受けた
諸債務に対する自らの責任を無効にすることはできない？）
責任を否定すべき禁反言 （Estoppelお denyliability) 
1ジョイント・ベンチャーの 1メンバーとして自らを差し出すことにより，
あるいは，他人がそのょっな人を差し出すことを許すことによって，一人の人
は，そのような行為を信頼して，行動した，あるいは自らの地位を変更した 1
第三者に対して 1ジョイント・ベンチャラーとして自らが責任を否定すること
を禁反言ではばむであろう？しかし，その人の負担にすることを求められてい
る人によってなきれた，あるいは権限を与えられたあらゆる表示あるいは行為
を信頼しなかった者，あるいは信頼して自らの地位を変更しなかった者に対し
ては，禁反言の理論に基づいて責任がない？）
諸会社，諸発起人，諸会社設立者（Corporations，ρァomoters,or incorporators) 
一般に， 1ジョイント・ベンチャーが1人の正当な契約当事者（aproper 
contracting party）であるという事実は，そのベンチャーを構成するそれらの
独立した別個の諸会社に対する判決を排除する？しかし，そのような諸会社は
そのベンチャーに対する判決のために有責で、あると考えられるかもしれない！司
いくつかの裁判管轄において諸発起人や諸会社設立者は，会社の設立前に入ら
きれた諸第三者との諸契約の関係でジョイント・ベンチャラーとしての責任で
とがめられるかもしれない？）しかしながら，個々の諸会社設立者は，そのよう
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な諸会社設立者が資本（capitalstock）に対する自分達の引受けに関する支払
いの際，財産を譲渡した 1つの事実上の会社によって入らされた 1契約の上で，
諸ジョイント・ベンチャラーとして有責とはならない，と考えられてきた？）
契約の履行；責任の免除 （Peゆrmαneeof contract ; discharge of liabiliか）
当該合弁企業の範囲内にある 1購入契約の下で1ジョイント・ベンチャラー
への1商品の引渡し（delivery）は，他の諸ジョイント・ベンチャラーへの1引
渡しを構成する~） 1ジョイント・ベンチャラーは，そのようなジョイント・ベ
ンチャラーの仲間（associate）へなされる諸々の支払いによって 1第三者から
購入される 1 商品の購入価格に対し，自らの責任を免除きれない~I) 当該諸ジョ
イント・ベンチャラーの 1人によって彼ら全員のために署名される約束手形の
付与（giving）は，購入された財産の価格分の合同債務の支払いまたは免除とし
ては機能しない？
(b）シンジケート・マネージャーによってなされる契約
『諸シンジケート・マネージャーという媒介を通して負わされていた諸第三者と
の諸契約債務の点で1シンジケートの当該諸メンバーは有責であろう。』
そのような諸メンバーによって明示的に与えられた権限に従い，シンジケー
トの諸メンバーのためにある取り引きを遂行する 1人の人の諸行為は，効果と
してはそのような諸メンバーの諸行為である？そしてそれらの諸メンバーは，
そのシンジケート・マネージャーによって，そのように明示的に与えられた権
限に従いシンジケートの諸目的のために負わされた諸債務の点で、有責で、ある？）
何らかの諸事情の下において，諸メンバーの責任は， 1つの明示の権限の授与
が存在しない場合ですら，存在するであろう？そして，彼ら（諸メンバー）が
自らを拘束すべくそれらの諸マネージャーに加えたであろう 1制限は，必ずし
も効果的ではない。もしこの制限が当該諸マネージャーと契約しているその人
に知られなかったならばである？）
その企業に関し，完全な権限を与えられた 1シンジケートの当該諸マネージ
ャーが，彼らの諸準マネージャーの1人に，その完全なマネジメントとコント
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ロールを委託するならば，彼ら（当該諸マネージャー）は，その企業の遂行の
際にそのような準マネージャーによって作成された諸契約の点で責任がある？
もし，契約をしているその人が，そのシンジケートを拘束すべきそれらの諸
マネージャーの権限の欠如を認識していたならば，彼はそれらの諸メンバーを
有責と考えることはできないし（68）；そのシンジケートが携わっている剛その企
業のその範囲を超えてそれらの諸マネージャーとなされたあらゆる契約につい
てもあるいは，自分達の個人的な使用のためにそれらの諸マネージャーに対し
てなされたあらゆるローンについても？彼は同様にそれらの諸メンバーを有責
と考えることはできない。
4) 一一諸モーゲージ，諸リーエン，そして諸動産質
『何らかの諸事情の下において，その合弁企業と関係のあるそれらの人々のう
ちの 1人によって与えられている，諸ジョイント・ベンチャラーとしての人々
に属している財産の 1モーゲージや動産質は，全員に拘束力がある。』
自分自身そして自らの仲間達（hisassociates）に属する不動産に対する権原，
動産に対する占有を有する 1ジョイント・ベンチャーのそのメンバーは，その
企業の諸目的のためにお金を募るべく，あるいは，その企業を継続していく際
に負わされるべき諸債務に担保をつけるべしその財産にモーゲージを設定し
たり，質入れしたりする権限を有するものと推定され，そしてそのようなモー
ゲージや質入証書は，彼（そのメンバー）によって個人的に署名きれてはいる
けれども，モーゲージを設定されたり質入れされたその財産に彼の仲間違を彼
らの利益に関して拘束する ~I) とこれまで考えられてきたし，あるいは認められ
てきた。更に，モーゲージやリーエンによって担保され，不動産の購入に関し，
付与された諸々の買受代金約束手形に署名しなかった諸ジョイント・ベンチャ
ラーは，そのような約束手形による債務証明に対し，人的に有責であろうと考
えられてきたし？そしてそのような合意が1ジョイント・ベンチャラーによっ
て全員のためになされている場合には， 1つの同様のルールが1不動産モーゲ
ージのその支払いを推定するべき 1合意の下における個人的責任に関して適用
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になると，考えられてきた？）
しかしながら，また当該モーゲージ設定者のそれらの仲間達は，そのような
仲間達がそのモーゲージによって担保きれるその捺印金銭債務証書（thebond) 
を作成しなかった（didnot execute）場合に， 1不動産の担保物受戻権喪失に
ついてのある不足額（欠陥）のために（fora deficiency on foreclosure）人的
に有責であるとは考えられない， と考えられてきたし？そしてそのような仲間
達がそのような引受け合意（assumptionagreement）に同意しなかったりある
いは追認（承認）しなかったり，譲渡契約がそのような引受け合意を必要とし
なかった場合に？不動産の1捺印証書に含まれる，そのようなジョイント・ベ
ンチャラーに譲渡される， 1モーゲージの支払いを引受けさせるべき 1合意に
1ジョイント・ベンチャラーのそれらの仲間達は人的に有責ではない， とも考
えられてきたのである。諸売主として，不動産の売却のための自分達の契約の，
諸ジョイント・ベンチャラーによる 1破棄による 1買主のリーエンの創設につ
いて，すべての諸ジョイント・ベンチャラーは彼らのうちどちらか当該主債務
者（theprincipal)なのか，またはその財産の当該所有者で、あるかに拘わらず？）
ある不足分（欠陥） (a deficiency）について責任があろう。
1ジョイント・ベンチャラーは，自らの個人的債務のための担保として，そ
の共同財産を質入れすべき権限はないし？そしてその契約は，彼の仲間達によ
って権限が与えられなければ，彼の仲間違に関し無効である？）
5) 諸不法行為
『1ジョイント・ベンチャーの諸メンバーは，その合弁企業を運営していく際
におかされる諸不法行為に対して有責であろう。」
1ジョイント・ベンチャーに関する諸当事者によっておかされる諸不法行為
に対する責任は，一般に諸パートナーシッフ。に適用可能な法によって支配きれ
ており？）それぞれのコベンチャラーは，不法行為責任の諸目的のために諸々の
他の人々の代理人（agent）である ~0) 1ジョイントベンチャーのすべての諸メ
ンバーは，該合弁企業のビジネスを遂行していく際おかされる諸々の不法行為
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に対して；so諸パートナーとしてそのためだけに（adhoc），諸第三者に対して，
共同にそして個別に有責であろうし？そして，ジョイント・ベンチャーの理論
の下において，当該企業あるいはベンチャーにおける 1関与者のネグリジェン
スは，その企業の範囲内において行動する間ぱ）そのネグリジェンスの 1結果
として諸第三者がうけたそれらの諸侵害に対して，他の関与者（thelatter）を
有責とすべく他の関与者に帰せられるであろう？
不動産（premises）や諸々の場所のコントロールや操作あるいは，機械の装
置の使用を含む 1ジョイント・ベンチャーに関し，すべての諸ジョイント・ベ
ンチャラーは，その現実のネグリジェンスが，そのジョイント・ベンチャーの
全部の諸メンバーではなく何人かの諸メンバーのネグリジェンスである諸場合
ゃ？）現実のネグリジェンスが自分達の雇用の範囲内で行動している，それらの
諸ジョイント・ベンチャーの諸代理人や諸被用者のネグリジェンスである諸場
合を含む？その維持，設備あるいは，そのような諸不動産や場所や諸装置の操
作におけるネグリジェンスから諸々の他人が受けた諸人的権利侵害に対して？
有責である。そして，この点に関して共同責任が存在する？）
それにもかかわらず， 1合弁企業の1メンバー は， 1つの違法で、故意の不法
行為を当該代理の現実的または明白なその範囲内でなく，または特定のベンチ
ャーのその普通のビジネスの範囲でなく，他の諸メンバーの承認（assent）や同
意（concurrence）や追認（ratification）なくして，おかす場合，その場合は，
他の仲間違は，それによって惹起きれるその損害に対し有責ではない？）もちろ
ん， 1合弁企業の存在は，前述の諸ルールの下で他人のそのネグリジェンスに
対し，ある人を有責にするために本質的で、ある ~O) 1ジョイント・ベンチャーや
合弁企業の 1メンバーは，ある諸制限でもって（withcertain limitations），そ
の結合との自分の関係を終了させ，そしてそれによって他の諸メンバーのそれ
らの諸行為のための自分の責任奇終結させるであろう ~I)
詐欺 （Fraud) 一般に，ジョイントベンチーのその範囲内でそしてその同
意された目的を増進させるために行動している 1ジョイント・ベンチャラーが，
114 (262) -
それらの諸ジョイント・ベンチャラーによって保有きれている諸利益を手に入
れる際に詐欺という有罪である場合，その場合に，それぞれのジョイント・ベ
ンチャラーは，その詐欺に対して有責である？特に，株式（corporatestock) 
に関する諸持分を市場に出すことに従事している 1シンジケートの諸メンバー
は，自分達の正当に権限を与えられた諸代理人によって発行きれた 1目録見書
に含まれている詐欺的な虚偽の説明によって惹起された彼らの購買からロスを
こうむる 1人の人への諸損害において有責であろう？）たとえ，彼らが個人的に
はその目録見書のそれらの諸内容について知らず，そして，その表示の虚偽に
ついて知らなかったとしてもで、ある？しかしながら， 1人の仲間により 1第三
者になされた 1つの詐欺について認識を持たなかった 1ジョイント・ベンチャ
ーの1メンバーは，そのょっな仲間のその単独の諸目的のためになされた場合
で，その合弁企業の増進においてなされなかった場合には，そのような詐欺に
対して有責ではない？）
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(14）・情報を供給すること。
船舶建造やドリルで穴をあける諸会社の形成と運用に関する諸ジョイント・ベンチャー
・アグリーメントは，特にアメリカの会社に，スコットランド法人の銀行によって要請さ
れているその情報を供給することを要求しなかったけれども， 1ローンを確保すべき，そ
れらの諸ジョイント・ベンチャー・アグリーメントの下でのそのスコットランドの法人の
債務は，そのアメリカの会社に，その貸主が合理的に要求したあらゆるデータを提供すべ
き当該集合的かつ黙示の債務を創設した。
U.S. -William McCrindle & Son, Ltd. v. Durant, C.A. La., 611 F. 2d 89. 48A C.J.S. p. 
506 n 41. 
(15) Cal.-Nels E. Nelson, Inc. v. Tarman, 329 P. 2d 953, 163 C.A. 2d 714. 
Mich.-Reed & Noyce, Inc. v. Municipal Contractors, Inc., 308 N.W. 2d 445, 106 Mich. 
App. 113. 48A C.J.S. p. 506 n 42, 1983 C.A.P.P. 
(16) U.S.-Bushman Const. Co. v. Conner, C.A. Colo., 307F. 2d 888. 48A C.J.S. p. 506 n. 
43, 
(1司 N.Y.-Brandtv. General Diaries, 40 N.Y.S. 2d 692; 48A C.J.S. p. 507 n. 44. 
(18) D.C.-Shulman v. Ritzenberg, D.C., 47 F.R.D. 202; 48A C.J.S. p. 507 n. 45. 
(19) D.C.-Shulnan v. Ritzenberg, D.C., 47 F.R.D. 202; 48A C.J.S. p. 507 n. 46. 
仰1) Wis. -Insurance Co. of North America v. Department of Industry, Labor and 
Human Relations, 173 N.W. 2d 192, 45 Wis. 2d 361. 48A C.J.S. p. 507 n. 47. 
(21) U.S. -Meridian Homes Corp. v. Nicholas W. Prassas & Co., D.C.111., 89 F.R.D. 552, 
affd., C.A., 683 F. 2d 201. 
Ga. -Sugarman v. Shaginaw, 260 S.E. 2d 731, 151 Ga. App. 621. 48A C.J.S. p. 507 n. 48 , 
1983 C.A.P.P. 
仰 U.S. -Fries v. U. S., C.A.Ky., 170 F. 2d 726，裁量的上訴棄却69S.ct. 876, 336 U.S. 954, 
93 L.Ed. 1109. Potter v. Florida Motor Lines, D.C.Fla., 57F. 2d 313. Putnam v. 
Williams, C.A.Ga., 652 F. 2d 497. 
Mo.-Jeff-Cole Quarries, Inc. v. Bell, 454 S.W. 2d 5. 
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N.Y.-N.V. Simons’Metaalhandel v. Associated Metals & Minerals Corp. of New 
York, 216 N.Y.S. 2d 783, 13 A.D. 2d 953. 
Ohio.-State v. Ullner, State v. Kidd, 143 N.E. 2d 849, 105 Ohio App. 546, 6 0.0. 2d 
262，肯定150N .E. 2d 413, 167 Ohio St. 521, 5 0.0. 2d 202，上訴棄却79S.Ct. 230, 358 
U.S. 131, 3L. Ed. 2d 225，上訴棄却， Kiddv. State of Ohio 79 S.Ct. 235, 358 U.S. 132, 
3L. Ed. 2d 225 . 
Tenn-Robertson v. Lyons, App., 553 S.W. 2d 754. 
．負わされる認識
U.S. -American Standard Credit, Inc. v. National Cement Co., C.A.Ala., 643 F. 2d 248. 
48 A C.].S. p. 507 n. 49, 1983 C.A.P.P., 1991 C.A.P.P. 
側 U.S. -Pritchett v. Kimberling Cove, Inc., C.A.Mo., 568 F. 2d 570，裁量的上訴棄却
Dando Enterprises Ltd. v. Pritchett, 98 S.Ct. 2274, 436 U.S. 922, 56L. Ed. 2d 765. 
Potter v. Florida Motor Lines, D.C.Fla., 57F. 2d 313. In re Luster, Friedman and Co., 
Bkrtcy. Il., 8B.R. 183. 
Fla.-Georgia S. & F. Ry. Co. v. Shiver, App., 172 So. 2d 639. 
N. Y. -Corpus Juris Secundumが， N.V.Simons’Metaalhandel v. Associated Metals & 
Minerals Corp. of N.Y., 216 N.Y. S. 2d 783, 784, 13 A.D. 2d 953.で引用されている 0
・法の運用（法律適用の効果）
その合弁企業に関するそれらの諸当事者が，自発的に自分達自身を契約によって持ち込
んだその関係についての法のその運用（法律適用の効果）から，そのような責任は生じる 0
．憲法上の裁判所は存在しない。
ビジネス associateの諸行為のために，ビジネスに従事している人へ代位責任（使用者
責任）を課す憲法上の裁判所は存在しない。両者が相互に便益関係に従事し，その関係に
おいて，それらビジ不ス associates聞に第一次的責任を置く相当の機会が存する場合に
はである。
Me. -Portland Pipe Line Corp. v. Environmental Imp. Commission, 307 A 2d 1，上訴
棄却94S.Ct. 532, 414 U.S. 1035, 38 L. Ed. 2d 326 そして AmericanOil Co. v. 
Environmental Imp. Commission, 94 S.Ct. 532, 414 U.S. 1035, 38 L.Ed. 2d 326. 
48A C.J.S. p. 507 n. 50, 1983 C.A.P.P., 1991 C. A.P.P. 
自の Fla.-Conner v. Southland Corp., App., 240 So. 2d 822. 
・不要な現実的物理的コントロールの存在やその実行
Minn.-Krengel v. Midwest Automatic Photo, Inc., 203 N.W. 2d 841, 295 Minn. 200. 
48A C.J.S. p. 507 n. 51, 1983 C.A.P.P., 1991 C.A.P.P. 
(25) Tenn.-Robertson v. Lyons, App., 553 S.W. 2d 754. 48A C.J.S. p. 507 n. 52. 
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側 U.S. -Burton v. Waller, C.A.Miss., 502 F. 2d 1261，裁量的上訴棄却95S.Ct. 1356, 420 
U.S. 964, 43 L.Ed. 2d 442，再審理否定95S.Ct. 1356, 420 U.S. 964, 43 L. Ed. 2d 442, 
再審理否定95S.Ct. 1668, 421U.S.939, 44 L.Ed. 2d 95-Star Towing Co. v. Harvester 
Supply Co., C.A.La., 421 F. 2d 628-Dubugue Stone Products Co. v. Fred L. Gray Co., 
C.A. Iowa, 356 F. 2d 718-Goerig v. Continental Cas. Co., C.C.A. Wash., 167 F. 2d 
930, Federal Deposit Ins. Corp. v. Braemoor Associates, C. A. Il., 686 F. 2d 550. 
Fla.-Coral Gables Securities Corp. v. Miami Corp., 166 So. 555, 123 Fla. 172. 
Hawaii.-Eastern Iron & Metal Co. v. Patterson, 39 Hawaii 346. 
Ind. -Baker v. Billingsley, 132 N .E. 2d 273, 126 Ind. App. 703. 
La. -Illinois Cent. R. Co. v. Pope Const. Co., App., 90 So. 2d 139. 
Mo.-Jeff-Cole Quarries, Inc. v. Bell, 454 S.W. 2d 5. Swindell v.J.A. Tobin Const. Co., 
App., 629 S.W. 2d 536. 
Mont. -Rae v. Cameron, 114 P. 2d 1060, 112 Mont. 159. 
N.Y.-Friedman v. Gettner, 180 N.Y.S. 2d 446, 6A. D. 2d 647，肯定194N.Y.S. 2d 35, 
7 N.Y. 2d 764, 194 N.Y. S. 2d 35. 
48A C.J.S. p. 507 n. 43, 1983 C.A.P.P., 1991 C.A.P.P. 
白骨 U.S. -Dubuque Stone Products Co. v. Fred L. Gray Co., C.A. Iowa, 356 F. 2d 718. 
Fla.-Coral Gables Securities Corp. v. Miami Corp., 166 So. 555, 123 Fla. 172. 
48A C J.S. p. 507 n. 54. 
(28) Ariz.-Sparks v. Repulic Nat. Life Ins. Co., 647 P. 2d 1127, 132 Ariz. 529，裁量的上
訴棄却 103S.ct. 490, 459 U.S. 1070, 70 L.Ed. 2d 632. 
Ill.-Joseph W. 0’Brien Co. v. Higland Lake Const. Co., 292 N .E. 2d 205, 9 Il. App. 
3d 408, Tassan v. United Development Co., 43 Il. Dec. 769, 410 N.E. 2d 902, 43 Il. 
Dec. 769, 88 11. App. 3d 581. 
Ind. Yeager v. Sullivan, Inc. v. Farmers Bank, 317 N .E. 2d 792, 162 Ind. App. 15. 
Miss. -Tansil v. Horlock, 204 So. 2d 457. 
Ohio.-State v. Ullner, State v. Kidd, 143 N.E. 2d 849, 105 Ohio App. 546, 6 0.0. 2d 
262，肯定 150N.E. 2d 413, 167 Ohio St. 521, 5 0.0. 2d 202，上訴棄却 79S.Ct. 230, 
358 U.S. 131, 3 L. Ed. 2d 225，上訴棄却， Kiddv. State of Ohio, 79 S.ct. 235, 358 U. 
S. 132, 3L. Ed. 2d 225. 
Tenn. -Robertson v. Lyons, App., 553 S.W. 2d 754. 
・規定諸要件に従わないことに対する派生的な責任はない。
U.S.-Landy v. Federal Aviation Administration, C.A.N.Y., 635 F. 2d 143，差し戻し後
上訴 705F. 2d 624，差し戻し D.C.,566 F. Supp. 921，肯定C.A.,705 F. 2d 624，裁量的
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上訴棄却 104S.Ct. 243, 2事例， 464U.S. 895, 78 L.Ed. 2d 232. 
48A C.J.S. p. 507 n. 557 1983 C.A.P.P., 1991 C.A.P.P. 
(29) U.S. -In re Buchman, C.A.S.D., 600 F. 2d 160. 48A C.J.S. p. 508 n. 56. 
。 U.S.-Fiedlerv. McKea Corp., C.A. Okl., 605 F. 2d 542-Goerig v. Continental Cas. 
Co., C.C.A. Wash., 167 F. 2d 930. Southland Corp. v. Shulman, D.C. Md., 331 F. Supp. 
1024-Mann v. Commonwealth Bond Corp., D.C.N.Y., 27 F. Supp. 315. Anglo 
Chinese Shipping Co. v. U.S.,Ct. Cl., 127 F. Supp. 553，裁量的上訴棄却 75S.CL 783. 
Cal.-Lerner v. Sanderson, 14 P. 2d 564, 126 Cal. App. 481. 
Ga.-Murphey, Taylor & Elis, Inc. v. Williams, 153 S.E. 2d 542, 223 Ga. 99. 
Corpus Juris SecundunカfBowman v. Fuller, 66 S.E. 2d 249, 253, 84 Ga. App. 421. 
で引用されている。
Ill.-Baker Farmers Co. v. Harter, 328 N .E. 2d 369, 28 Il. App. 3d 393-Joseph W. 0’ 
Brien Co. v. Highland Lake Const. Co., 292 N .E. 2d 205, 9 Il. App. 3d 408. 
lnd.-Corpus Juris Secundumが， KroHv. Smith, 139 N .E. 2d 573, 576, 127 Ind. App. 
178.で引用されている。
Ky.-Standard Drilling Co. v. Slate, 262 S.W. 969, 203 Ky. 599. 
Mich.-United Tool & Mfg. Co. v. Gray, 250 N.W. 312, 264 Mich. 566. 
Corpus Juris Secundumが， Davidsonv. State, 201 N.W. 2d 296, 298, 42 Mich. App. 
80.で引用されている。
Miss. -Ritchie v. Smith, 311 So. 2d 642. 
Ohio.-Al Johnson Const. Co. v. Kosydar, 325 N.E. 2d 549, 42 Ohio St. 2d 29. Fouke 
v. Commercial Credit Corp., 187 N.E. 2d 160, 116 Ohio App.145, 22 0.0. 2d 6. 
Okl.-Gragg v. James, 452 P. 2d 579. 
Or. -Wheatley v. Carl M. Halvorson, Inc., 323 P. 2d 49, 213 Or. 228. 
Wash.-Refrigeration Engineering Co. v. McKay, 486 P. 2d 304, 4 Wash. App. 963 
・死亡したベンチャラー
1契約の下でl合同債務者への死亡の効果に関する諸制定法は，諸合同債務への関連性
はあるが， 1ジョイント・ベンチャーへの適用はないし， 1人の死亡したジョイント・ベ
ンチャラーの該財産へ，存命中のものより 1つのより大きな責任を課すことはない。
N.Y.-Friedman v. Gettner, 180 N.Y.S. 2d 446, 6 A.D. 2d 647，肯定 163N.E. 2d 141, 
7 N.Y. 2d 764, 194 N.Y.S. 2d 35. 
－考慮の失敗
建設作業がその人のためになされる第三者により，それに対する注意が公証人に与えら
れる建設計画に関するジョイント・ベンチャーの契約の下で、共に公証人と建築者が仕事を
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した場合，公証人か建築者のいずれかに起因する考慮のあらゆる失敗は，他方にも帰責可
能であった。
La. -Penn v. Burk, 152 So. 2d 16, 244 La. 267. 
・財産（権）の譲渡について
1ジョイントベンチャラーから他のジョイント・ベンチャラーへの物 (lot）の譲渡は，
最初のジョイント・ベンチャラーから物 (lot）を購入できる，自らの契約における買受人
の諸権利を破壊しなかった。なぜなら， 1ジョイント・ベンチャラーから他方のジョイン
ト・ベンチャラーへの財産の譲渡は，それからその他のジョイント・ベンチャラーによっ
てなされる売却契約を取り除かないからである。
Miss. -Tansil v. Hor lock, 204 So. 2d 457. 48A C.JS. p. 508 n. 57. 。1) U.S.-Misco-United Supply, Inc. v. Petroleum Corp., C.A. Tex., 462 F. 2d 75. 
Ala. -Birmingham Vending Co. v. State, 38 So. 2d 876, 251 Ala. 584. 
Ariz. -Paragon Bldg. Corp. v. Bankers Trust Co., App., 567 P. 2d 1216, 116 Ariz. 87. 
Ark. -Myers v. Lillard, 220 S.W. 2d 608, 215 Ark. 355. 
Fla. -Fancher v. Rumsey, 164 So. 688, 121 Fla. 631. 
Idaho-McCluskey Commissary, Inc. v. Sullivan, 524 P. 2d 1063, 96 Idaho 91. 
Ill.-Baker Farmers Co. v. Harter, 328 N .E. 2d 369, 28 Il. App.ヨd393-Joseph W. 0’ 
Brien Co. v. Highland Lake Const, Co., 292 N .E. 2d 205, 9 Il. App. 3d 408 -Jenks 
v. Harris, 228 Il. App. 219. 
Ky. -James v. Stokes, 261 S.W. 868, 203 Ky. 127. 
Mich.-Corpus Juris Secundumが Davidsonv. State, 201 N.W. 2d 296, 298, 42 Mich. 
App. 80で引用されている。
Ohio-Al Johnson Const. Co. v. Kosydar, 325 N .E. 2d 549, 42 Ohio St. 2d 29. 
Or. C.A. Babcock Co. v. Katz, 253 P. 373. 121 Or. 64. 
Tex.-Continental Supply Co. v. Adams, Civ.App., 272 S.W. 325. 
．企業の運営をコントロールしているメンバー
自らの代理人を通して当該企業の運営をコントロールしている 1ジョイント・ベンチャ
ラーは，当該企業の範囲内にある侵害きれている諸債務に関し，有責である。
Cal.-Nowell v. Oswald, 274 P. 423, 96 Cal. App.536. 
・不動産の購入
再売却のため土地を購入するべく法人へ金額を負担する何人かの人々のそれぞれは，そ
の負債に対する諸ジョイント・ベンチャラーのような人々の責任に関し，自らの負担部分
が購入価格に対するエクィティー上の権原の割合について所有者となった。
Fla.-Fancher v. Rumsey, 164 So. 688, 121 Fla. 631. 
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・ジョイント・アドベンチャー・アグリーメントに関する第三者の認識
諸第三者に関する諸ジョイント・ベンチャラーの責任は，諸ジョイント・ベンチャラー
のその関係を創設した諸ジョイント・ベンチャラー聞の信託の合意の存在や条項に関する，
諸債権者の認識によって制限されることはないであろう。
Fla. -Drew v.Hobbs, 140 So. 211, 104 Fla. 427，修正 141So, 596, 104 Fla. 427. 48A C. 
J.S. p. 508 n. 58. 
(32) U.S.-Anglo Chinese Shipping Co.v.U.S., Ct.Cl., 127 F.Supp. 553. 
Cal.-Hofmeister v. Delta Verde Farms, 341 P.2d 326, 171 C.A. ~d 688-Locke v. 
Duchesnay, 258 P. 418, 84 Cal. App. 448. Leo F. Piazza Paving Co. v. Foundation 
Constructors, Inc., 177 Cal.Rptr. 268, 128 C.A. 3d 583. 
Fla. -Drew v. Hobbs, 140 So. 211, 104 Fla. 427，ほかの諸理由で修正 141So. 596, 104 
Fla. 427. 
Ky.-Standard Drilling Co. v. Slate, 262 S.W. 969, 203 Ky. 599 
Mich. -Corpus Juris Secundumが Davidsonv. State, 201 N.W. 2d 296, 298, 42 Mich. 
App. 80.で引用きれている。
Tex.-Cherokee Village v. Henderson, Civ. App., 538 S.W. 2d 169，誤審棄却。
Wash.-Refrigeration Engineering Co. v. McKay, 486 P. 2d 304, 4 Wash. App. 963. 
・個別責任に関する第三者の合意
自分達は個別に責任を負うべきであるという，そのような諸メンバー聞のその契約のそ
の規定に認識のある， 1ジョイント・ベンチャーの諸メンバーと取り引きする1人の人で，
l個別責任に同意する 1人の人は，そのような認識や合意によって，結論づけられる。
S.C. -Welling v.Crosland, 123 S.E. 776, 129 S.C. 127. 
・損害補償規定
Cal.-Leo F.Piazza Paving Co. v. Foundation Constructors, Inc., 177 Cal. Rptr. 268, 
128 C.A. 3d 583. 
48A C.J.S. p.508 n.59, 1983 C.A.P.P., 1991 C.A.P.P. 
(3) Or. -Wheatley v. Carl M.Halvorson, Inc., 323 P. 2d 49, 213 Or. 228, 48A C.J.S. p.509 
n.60. 
(34) U.S. -Matanuska Val.Bank v.Arnold, C.A.Alaska, 223 F. 2d 778. 
Cal.一Hansenv. Burford, 297 P. 908, 212 Cal. 100. 
Mass.-Edgerly v. Equitable Life Assur. Soc. of U.S., 191 N.E. 415, 287 Mass. 238. 
Mo. -Myers v. St.Louis Structural Steel Co., 65 S.W. 2d 931, 333 Mo.464. 
Tex.-McDaniel v. State Fair of Texas, Civ. App., 286 S.W.513. 
Wash.ー Priestleyv. Peterson, 145 P. 2d 253, 19 Wash. 2d 820. 
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－他の財産の共同所有権
諸被告が，それについて裁判中（係属中）の訴訟が係争したその売買契約によってカバ
ーされた以外の諸土地の諸買受人かつ諸所有者であったという事実は， 1被告を 1買受人
としてそのような契約につき有責にはしなかった。そのような被告が，そのような契約の
1当事者ではなく，彼らの間で諸ジョイント・ベンチャラーのその関係を創設す？る諸被告聞
の合意がなかった場合にはである。
Minn. Pratt v. Martig, 234 N.W. 464, 182 Minn. 250. 48A C.J.S. p.509 n.61. 
。日 N.Y.-YorkCorp. v. 1955 Associates Inc., 245 N.Y.S. 2d 131, 20 A.D. 2d 538. 
．制限された持分
工事請負人と合意したとき 1ジョイント・ベンチャーに従事していた， 2人の憐怠して
いる諸下請人に対する全体としての判決 (judgmentin solido）に，工事請負人は資格・
権利がなかった。そして彼らの責任は，その仕事のための諸パートナーとして，それぞれ
の強力な持分に制限された。
La.-Campbell Const.Co.v.Barnhill Bros., Inc., App., 245 So.2d 776 48A C.J.S. p. 509 
n.62.なお， AdolfBerger, E_ncyclopedic Dictionary of Roman Law (1953, Philadel-
phia) p.710.のSolidum.の項目には，“（Noun.)A thing in its entirety, a whole, a sum 
due as a whole. Solidum occurs primarily in locutions in solidum and pro solido, e. 
g., to acquire or to sel a thing as a whole, to sue one of more debtors for the whole 
debt.・・・”とある。
(36) U.S.ー Lentzv. U.S., 346 F.2d 570, 171 Ct. Cl. 537. 
Cal.-Deicher v.Corkery, 23 Cal. Rptr. 270, 205 C.A. 2d 654-Corpus Juris Secundum 
カ室、， Lindner v. Friednash, 325 P. 2d 612, 615, 160 C.A. 2d 511. 
Fla. Proctor v.Hearne, 131 So. 173, 100 Fla. 1180. 
Ga. -Corpus Juris Secundumが Murphey,Taylor & Elis, Inc. v. Williams, 153 S.E. 2d 
542, 545, 223. Ga.99.で引用されている。
Okl.-0.K.Boiler & Welding Co. v. Minnetonka Lumber Co., 229 P.1045, 103 Okl.226. 
Vt. -Manatee Loan & Mortgage Co. v. Manley’s Estate, 175A. 14, 106 Vt. 356. 
・ジョイント・ベンチャーに対する諸救済方法が尽きるまで人的責任（personalliability) 
はない。
U.S.-In re Stanfield, Bkrtcy. Nev., 9 B.R. 790. 
・責任の制限
Md.-Dominion Nat.Bank v.Sundowner Joint Venture, 436A. 2d 501, 50 Md. App.145. 
48A C.J.S. p.509 n. 63. , 1983 C.A.P.P., 1991 C.A.P.P. 
。司 U.S.-Taylorv.Brindley, C.C.A. Okl., 164 F. 2d 235. 
-126 (274) -
Cal.-Deicher v.Corkery, 23 Cal. Rptr. 270, 205 C.A. 2d 654. 
Ga. -Corpus Juris Secundunが Murphey,Taylor & Elis, Inc.v.Williams, 153 S.E. 2d 
542 545 223 Ga. 99. 
Tenn. -Robertson v. Lyons, App., 553 S.W. 2d 754-Brown v. Wilson, 13 Tenn. App. 
255. 
・権限の実質的制限
反対の通知が書かれるまで，続きを詳細に話す自分の仲間への弁護士に関する被告の権
限にたよっている諸ブローカーは，それについてたまたま参照することによる実質的に制
限された権限に関する調査には，置かれなかった。
N.Y.-Wrenn v.Moskin, 235 N.Y.S. 405, 226 App. Div. 563. 
．授権条項の侵害
1つの期限延長（書換）約束手形（arenewal note）に署名した 1合弁企業の諸メンバ
ーが，それらの諸メンバーのうちの 1人が平穏な別のメンバーの署名を得た後，そのメン
バーにそのような手形を交付すべく授権し，そして，その約束手形のそれらの諸受取人が，
そのような他のメンバーの署名を得ることに関する指示に関し認識がなかった場合，その
約手に署名した諸メンバーは自分達自身と諸受取人の間として拘束された。そのように授
権されたメンバーがそのような他の署名を得ることに失敗することにより，そのような指
示に違反したにかかわらずである。
Ind.-Gates v.Fauvre, 119 N.E. 155, 74 Ind. A pp. 382. 
48A C.J,S. p.509 n. 64. 
(38) Id., at 509 n. 65. 
(39) Id., at 509 n. 66. C.J .S.カfLindner v. Friednash, 325 P. 612, 615, 160 C.A. 2d 511 , 
Kroll v. Smith, 139 N.E. 2d 573, 576, 127 Ind. App. 178. 
．不動産の購入
不動産の購入に際し，他人と共同して利害関係を有するに至ることにより，被告は，受
託者としてそのような他人によって署名きれた諸約束手形によって代表きれている購入価
格の支払いのために，そのような他人と共に有責となった。そして，自分達自身の問で自
分達の諸権利を尊重している諸ジョイント・ベンチャラー聞のあらゆる合意は，自分達自
身に対して諸約束手形を強制すべき権利に関しては，重要で、はない。
Fla. -Drew v.Hobbs, 140 So. 211, 104 Fla. 427，他の諸理由で肯定 141So. 596, 104 Fla. 
427. 
・諸動産の購入
諸ジョイント・ベンチャラーによって遂行される 1ビジネスを続けていく際に使用され
る諸動産の購入のための諸契約は， 1人のメンバーのみによってなされても，彼ら全員に，
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その契約価格に対し有責にする。
Tex. -Burton-Lingo Co. v. Federal Glass and Paint Co., Civ.App., 54 S.W. 2d 170 
・署名
ジョイント・ベンチャーにおけるパートナーは，自らの諸コベンチャラーを拘束すべき
権限を有するが，彼らの諸署名を書く権限はない。しかしながら， lベンチャラーが他人の
人々のために行動じていたことを知って，しかし，他のベンチャラーの署名が書かれてい
るように見える，彼に付与された諸証券が，実際はそうではなかったことを知らないで，
第三者が対価を放棄していた場合， 1ベンチャラーは，他のベンチャラーがこのように自ら
の権限を超えることによって利得することはできなかった。
Cal.-Foote v. Posey, 330 P. 2d 651, 164 C.A.2d 210. 
48A C.J .S. p.509 n. 66. 
(40) Id., at 510 n. 67. 
制） C.J.S.が Blockv.D.W. Nicholson Corp., 176 P. 2d 739, 743, 77 C.A. 2d 739.とState
for Use of Don’s Heavy Hauling, Inc. v. Frank D. Malone Const. Co., 129 N.W. 2d 900, 
901, 81 S.D.l.で引用されている 0
．ルールの根拠
ジョイント・ベンチャーにおいて，諸当事者の地位は， リミティッド・パートナーシッ
プにキ目当する。
Iowa -Bond v. 0’Donnell, 218 N.羽T.898, 205 Iowa 902, 63 A.LR. 901. 
・説明（showing）に関する権利と責任
1ジョイント・ベンチャラーと取り引きする第三者である買受人は，自分が取り引きする
当事者がジョイント・ベンチャーのために拘束的契約に入るべく権限を付与されていたこ
とを示すべき権利と責任を有する。
Ill.-Bachewicz v. American Nat.Bank and Trust Co. of Chicago, 393 N .E. 2d 652, 30 
Il. Dec. 616, 75 Il. App. 3d 252. 48A C.J .S. p.510 n.68, 1991 C.A.P.P. 
側 C.J.S.が， Statefor Use of Don’s Heavy Hauling, Inc. v. Frank D. Malone Const. 
Co., 129 N .W. 2d 900, 901, 81 S.D.1.で引用されている。
－負担部分のための救済方法
それぞれが，ジョイント・ベンチャーの諸責任に関し，自分の比例的持分（prorata 
share）のためにのみ有責で、あろうという諸ジョイントベンチャー聞の合意は，諸第三者
に対し拘束力のあるものではなかった。もっとも，ジョイント・ベンチャーの1金銭債務
につき，自らの負担部分を超えて支払っていたあらゆるベンチャラーは，自分達の負担部
分を支払っていなかった他の人々に対して負担部分のための救済方法を有したというのも
もっともではあるが。
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Ga.ー Shierv.Price, 263 S.E. 2d 466, 152 Ga. App.593. 48A C.J .S. p.510 n. 69 
(43) Id., at 511 n. 70. 
制 C.J.S.が Voytekv. Schugard, 173. A. 2d 654, 656; 196 Pa. Super. 216.で引用きれて
いる。
・おきまりのそして慣行的性格の諸事項
当該ジョイント・ベンチャーを構成する建造物に関するジョイント・ベンチャラーの経
営者の地位によって含まれている権限は，おきまりのそして慣行的性格のそれらの諸事項
にのみ拡大した。そして，その建造物の該購入価格の1倍半のあるコストでその建物の性
格を完全に変更するほど広範囲な諸改築を含まなかった。
Mich.-Van Stee v. Ransford, 77 N.W. 2d 346, 346 Mich. 116. 
．約束手形の取立てのための弁護士の報酬
相当な弁護士の報酬のためにジョイント・ベンチャーのための土地の購入についてジョ
イント・ベンチャラーによって付与された約束手形における条項は，約束手形を取り立て
ることが必要になったがジョイント・ベンチャーの範囲外であったケースにおける特別損
害を支払うべき 1合意であった。その結果，他の諸ジョイント・ベンチャラーは，弁護士
の報酬に対して有責ではなかった。
Vt.-Manatee Loan & Mortgage Co. v. Manley’s Estate, 175 A. 14, 106 Vt. 356. 48A 
C.J.S. p. 511 n. 71. 
同・企業の完成（completion）後なされる契約に関し， Del.-Careyv.Shellburne, Inc., ch., 
215 A. 2d 450，肯定 224A.2d 400. 48A C.J.S. p. 511 n. 72. 
側・共同企業における収益（proceeds）の使用
(1) 1合弁企業の1メンバーが自分個人の信用だけで，金銭を借りたり，商品を購入する
ならば，そのような金銭や商品に関し，当該共同企業に爾後振り向けることは（thesubse-
quent application of such money or goods to the common enterprise），ひとりで、にすべ
ての諸メンバーをその債権者に対して有責とはしない。
(2) 1ジョイント・ベンチャラーの 1債権者が，当債権者によりそのようなジョイント・
ベンチャラーに対して前貸しされた金銭がその共同の計算のために使用きれるであろうと
いうことを予想したという事実，そしてある額がそのようにして使用されたという事実は，
そのように前貸しされた金銭を返済することをそのようなジョイント・ベンチャラーのそ
の associateに義務づ「けることはないであろう。そのローンが，このようなジョイント・
ベンチャラーに個人的になされた場合には；その債務者がそれをなす権限を持たなかった
その共同計算に属する 1財貨のその債権者へのそのような債務者による，ある爾後の意図
された売却にもかかわらず，である。
Mass.-].Abrams & Co. v. Clark, 11 N.E. 2d 449, 298 Mass. 542. 
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－前の負債
1ジョイント・ベンチャーに他者とともに入る 1人は，その事実だけによって，その他人
の前の諸金銭債務に対し有責とはならない。たとえそれらの金銭債務をそのジョイント・
ベンチャーの内容に関連してこうむっていてもである。
Cal.-Enos v. Picacho Gold Mining Co., 133 P. 2d 663, 56 C.A. 2d 765. 
－表示への信頼に関し， Tex.-Grayv. West, Civ. App., 608 S.W. 2d 771, er. ref. no rev. 
er. 
48A C.J.S. p. 511 n.73, 1983 C.A.P.P., 1991 C.A.P.P. 
U司 48AC.JS. p. 511 n. 7 4.
(48) C.JS.が， Lindnerv. Friednash, 325 P. 2d 612, 617, 160 C.A. 2d 511 ; Bariffi v. 
Longridge Development Co., 320 P. 2d 192, 201, 156 C.A. 2d 583 ; Engineering Service 
Corp. v. Longridge Inv. Co., 314 P. 2d 563, 569, 153 C.A. 2d 404 ; Block v. D.W. 
Nicholson Corp., 176 P. 2d 739, 743, 77 C.A. 2d 739.で引用されている。権限の明示的
制限に関し， Mich.-American Mut. Liability Ins. Co. v. Hanna, Zabriskie & Daron, 
298 N .W. 296, 297 Mich.599. 
48A C.J .S. p. 511 n. 75. 
側 C.J.S.の引用につき，側と同じ。 48AC.J.S. p. 512 n. 76. 
側 C.J.S.の引用につき，最後の判例を除き側と同じ。 48AC.J .S. p. 512 n. 77. 
(51) Id., at 512 n. 78. 
(52) Id., at 512 n. 79. 
(53) Id., at 512 n. 80. 
(54) C.J.S.カfTiffany Const. Co. v. Hancock & Kelley Const.Co., 539 P. 2d 978, 983, 24 
Ariz. App. 504.で引用されている。明白に認識されている原則に関し， Idaho.-Moon v. 
Ervin, 133 P. 2d 933, 64 Idaho 464-Palmer v.Maney, 266 P. 424, 45 Idaho 731. 48A C. 
JS. p. 512 n. 81. 
(5) Id., at 512 n. 82. 
(56) Id., at 512 n. 83. 
6司 Id.,at 512 n. 84. 
側・第三者による解除（取消し）
諸発起人や諸会社設立者は，会社設立より前に入らされた契約のそのような人による解
除から結果として生じる 1第三者への責任に，諸ジョイント・ベンチャラーのように，責
任を負うべきであった。そしてそのような有責な人々への資本の発行は，彼らをそのよう
な責任から免じなかった。
Fla. -Nichols v. Bodenwein, 146 So. 86, 107 Fla. 25，再審理否定そして肯定146So. 659, 
-130 (278）ー
107 Fla.25. 48A C.J.S. p. 513 n. 85. 
(59) Id., at 513 n. 86. 
制1) Id., at 513 n. 87. 
(61) C.JS.がLindnerv. Friednash, 325 P. 2d 612, 616, 160 C.A. 2d 511で引用されている。
48A C.J.S. p.513 n. 88. 
(62) Id., at 513 n. 89 
(63) Id., at 513 n. 90. 
側・モーゲージの下にある債務に代わるべき約束手形
そのシンジケート・アグリーメントを実行すべき諸契約に入る権限を諸受託者に付与す
るアグリーメントの下で，諸土地を購入すべ〈形成されたシンジケートの諸メンバーは，
購入された諸土地の上の諸モーゲージの下の債務に代わるべく諸受託者により作成された
約束手形に関し，有責であった。
Wis.-Reinig v. Nelson, 227 N.W. 14, 199 Wis. 482. 
．諸マネージャーの l人による契約
1シンジケート・マネージャーのその行為が義務的であることを引受けの合意が示さな
かったならば，両マネージャーは引受けの上でのクレームの移転に参加することを要求さ
れた。
N.Y.-Houston v.Coombs, 231N.Y.S.176, 224 App. Div. 396. 
．シンジケート・アグリーメントの強制に関する制限
それでもって株式の彼らの諸購入を達成すべき金銭を借りるべく，そしてそのローンの
担保としてそのシンジケート・アグリーメントを譲渡するべしそのシンジケート・マネ
ージャーに権限を付与した， 1シンジケートの諸メンバーは，その貸主に自分達の合意上の
その株式の支払いを免れなかった。該シンジケート・マネージャーにその契約を強制すべ
き排他的権限を 1規定が与えているにもかかわらずである。
N.Y.-Union Trust Co. v. Van Schaik, 141 N.Y.S. 945, 156 App. Div. 769. 48A C.JS. 
p.513 n.91. 
価。 Id.,at 513 n. 92. 
倍。 Id.,at 513 n. 93. 
6司 Id.,at 513 n. 94. 
(68) Id., at 513 n. 95. 
(69) Id., at 513 n. 96. 
(70) Id., at 513 n. 97. 。1)・受託者として署名しているジョイント・ベンチャラー
1ジョイント・ベンチャラーは，ベンチャーに含まれている諸土地の購入のために，受託
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者として，約束手形に署名したりモーゲージを作成する際，他者を拘束すべき権限を有し
た。
Fla.-Drew. v. Hobbs, 140 So. 211, 104 Fla.427，他の諸理由で肯定141So. 596, 104 Fla. 
427. 
48A C.J.S. p. 514 n. 98. 
間・担保物受戻権喪失後の不足額（Deficiencyafter foreclosure) 
1ジョイント・ベンチャラーによってそれらの他の人々のために捺印証書がとられ，そ
してモーゲージや約束手形が作成された場合に，被告である諸ジョイント・ベンチャラー
は，担保物受戻権喪失後の不足額につき，有責であった。
Iowaー Bondv. 0’Donnell, 218 N.W. 898, 205 Iowa 902, 63 A.L.R. 901. 
．約束手形を付与することについての認識
コベンチャラーが土地の購入価格の l部支払いとして付与された約束手形を確保すべ〈
モーゲージを与えていたことをジョイント・ベンチャラーが知った場合には，彼が約束手
形を知ったか否かにかかわらず，開示きれない元本である負債（額）につきジョイント・ベ
ンチャラーは有責であった。
Vt. -Manatee Loan & Mortgage Co. v. Manley’s Estate, 175A. 14, 106 Vt. 356. 
48A C.J.S. p. 514 n. 99. 
(73) Fla. -Proctor v. Hearne, 131 So. 173, 100 Fla. 1180 48A C.J .S. p. 514 n. 1. 
(74）・受託者により作成されるモーゲージと約束手形
(1）それによって確保されるべきモーゲージやその約束手形がそのような1受託者によっ
て作成され付与された， 1モーゲージを行使すべき 1訴訟における 1不足額に対し，諸被告
が諸ジョイント・ベンチャラーとして有責であったそのクレームに対してのように，諸被
告は，それほど有責ではないと考えられた。なぜなら，その諸被告が諸受益者でありその
下で彼らが個人的には有責ではない， lコモン・ロ一信託の下で，その受託者が行為してい
たからで、ある。
Mich.-Rossman v. Marsh, 283 N.W. 696, 287 Mich. 580，再審理 286N .W. 83. 287 
Mich. 720. 
(2）ビジネスあるいはコモン・ロ一信託の諸受益者の諸責任一般につき C.J.S. Business 
Trusts §22を見よ。
48A C.J.S. p. 514 n. 2 
(75) N.J.ー Fortv. Gilbert, 172A. 880, 116 N.J.Eq. 219. 48A C.J.S. p.514 n.3. 
(76) N.Y.-Hartman v. Day, 292 N.Y.S. 226, 249 App. Div. 786. 48A C.J.S. p. 514 n. 4. 
(71) .動産モーゲージ
個人的な負債を確保すべき人的財産（動産）に関する自分の持分についてジョイント・ベ
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ンチャラーにより執行されるモーゲージは，企業の純利益への持分へのコベンチャラーと
してのモーゲージ設定者の権利についてのみの lリーエンであった。その結果モーゲージ
権者は，モーゲージ権者が妨げることを禁じる衝平法上の理由やエストッペルの欠加の場
合，排他的占有と清算の権利に関し，制定法により権限を与えられた，モーゲージ設定者
による前の譲渡証書の下での清算の諸目的のために，共同財産の占有に対する既存のコベ
ンチャラーの権利を妨げることはできなかった。
Okl.ー Twyfordv. Sonken-Galamba Corp., 60 P. 2d 1050, 177 Okl. 486. 48A CJ .S. p.514 
n.5. 
(78) Id., at 514 n. 6. 
(79) Id., at 514 n. 7. 
(80) Id., at 514 n. 8. 。I) C.J.S.が， Friedmanv. Wilson Freight Forwarding Co., D.C.Pa., 181F.Supp.327, 329 
-Mann v. Commonwealth Bond Corp., D.C.N.Y., 27 F.Supp. 315; Elzea v. Hammack, 
244 S.W. 2d 594, 604, 241 Mo. App. 1070; Hawley v. State, 256 N.Y.S. 2d 269, 270, 22 
A.D. 2d 357，他の諸理由で差し戻し 210N.E. 2d 358, 16 N.Y. 2d 809, 263 N.Y.S. 2d 6; 
Whitson Co. v. Bluff Creek Oil Co., 278 S.W. 2d 339, 347，肯定 293s.w. 2d 488, 156 
Tex. 139.で引用されている。
・根切り（Excavation)
諸ジョイント・ベンチャーによる根切りが事実上，それらの諸ジョイント・ベンチャー
の1人の土地に隣接する土地の所有権の自由土地保有を侵害するならば，両ジョイント・
ベンチャラーは有責である。
Vt.-Munson v. Goodro, 204 A. 2d 126, 124 Vt.282. 
－海事法はジョイント・ベンチャラーの責任を認めている。
U.S. -Haas v. 653 Leasing Co., D.C.Pa., 425 F. Supp. 1305. 48A C.J.S. p. 515 n. 10 
側 U.S.-Friedman v. Wilson Freight Forwarding Co., D.C.Pa., 181 F.Supp. 327 ; Mo. -
Swindell v . J.A. Tobin Const. Co→App., 629 S.W. 2d 536. 48A C.J.S. p. 515 n. 9, 19S3 
C.A.P.P., 1991 C.A.P.P. 
相訪 C.J.S.カミ Shook v.Beals, 217 P.2d 56, 61, 96 C.A. 2d 963, 18 A.L.R. 2d 919 ; Hup~eld 
v. Wadley, 200 P. 2d 564, 567, 89 C.A. 2d 171 ; Stricklin v. Parsons Stockyard Co., 388 
P.2d 824, 827, 192 Kan. 360.で引用されている。 48AC.J.S. p. 515 n. 11. 
。心 C.J.S.カf,Stricklin v. Parsons Stockyard Co., 388 P. 2d 824, 192 Kan. 360. 
・運営を管理しているベンチャラー
2つの石油会社が疑いの余地なく諸共同経営者であった場合，第1の会社は、第2会社
がそれらの経営を完全に管理している地上の石油貯蔵タンクの爆発より引き起こされる苦
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悩や苦痛や不法生命侵害のための責任を免れることはできなかった。
Tex. -Tex-Jersey Oil Corp. v. Beck, Civ. App., 292 S.W. 2d 803，他の諸理由で一部肯
定，一部差し戻し 305S.W. 2d 162, 157 Tex. 541, 68 A.LR. 2d 1062. 48A C.J.S. p.515 
h. 12 
(85) C.J.S.が， Stonev. Guthrie, 144 N.E. 2d 165, 169, 14 Ill.App. 2d 137で引用されてい
る。 48AC.J.S. p.515 n. 14, 1983 C.A.P.P., 1991 C.A.P.P. 
側 C.J.S.が， Raaschv.Dulany, D.C.Wis., 273 F.Supp. 1015, 1018.で引用きれている。
48A C.J.S. p. 515 n. 15. 
。司 C.J.S.か・， Stone v. Guthrie, 144 N .E. 2d 165, 169, 14 Il. App. 2d 137; Pigg v. Bridges, 
352 S.W. 2d 28, 33.で引用されている。
－ネグリジェンスが示されていない。
La.~ Allen v.J ohn F. Beasley Const. Co., App., 34 7 So. 2d 1185. 
．諸ベンチャラー聞の補償
装置の所有者やそのような装置を賃貸した会社が，諸ジョイント・ベンチャラーのよう
に，侵害された労働者に対して有責と考えられ，会社がその装置を貸す人々と直接に諸取
引を持ち，そして 1つの知られた欠陥を会社が救済できなかったことが，その事故の原因
であり，そして所有者側にネグリジェンスがなかった場合，所有者はその会社からの補償
について資格があった。
U.S.-Safway Rental & Sales Co. v. Albina Engine & Mach. Works, Inc., C.A.Okl., 343 
F. 2d 129. 48A C.J .S. p. 515 n. 13. 
側 C.J.S.が， Piggv. Bridges, 352 S.W. 2d 28, 33. 48A C.J.S. p.516 n.16. 
信9) Ohio.-Vrabel v. Acri, 103 N.E. 2d 564, 156 Ohio St. 467, 30 A.LR. 2d 853. 48A C. 
J.S. p. 516 n. 17. 
側 U.S.-Beaversv. West Penn Power Co .C.A. Pa .436 F. 2d 869. 48A C.J.S. p. 516 n. 
18. 
(91) Mo.:_Greer v. McCrory, App., 192 S.W. 2d 431. 48A C.J.S. p. 516 n.19. 
側 Cal.-Ricklessv. Temple, 84 Cal. Rptr. 828, 4C. A. 3d 869-Grant v.Weatherholt, 266 
P. 2d 185, 123 C.A. 2d 34. 
Mo.-Elzea v.Hammack, App., 244 S.W. 2d 594. 
48A C.].S. p. 516 n. 20. 
側 Md.-Hatnblefonv. Rhind, 36A.'597, 8 Md. 456,・ 40 L:R.A. 216. 
N.Y.ー Lanev. Fenn, 120 N.Y.S. 237, 65 Misc.336，申し立て否定 125N.Y.S. 1127, 140 
App. Div. 921，そして肯定130N.Y.S. 995, 146 App; Div: 205. 
48A C.J.S. p. 516 n. 21. 
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側 N.Y.-Lane v. Fenn, 120 N.Y.S. 237, 65 Misc.336，申し立て否定125N.Y.S. 1127, 140 
App. Div. 921，そして肯定 130N.Y.S. 995, 146 App. Div. 205. 48A C.J.S. p. 516 n. 22. 
側 D.C.-McLemorev.Maury, 74 F. 2d 310, 64 App.D.C. 54. 
Fla.-Kline v. Devcon Realty Corp., App., 285 So.2d 641. 48A C.J.S. p. 516 n. 23. 
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